
浸水対応型市街地構想 概要版 

１ はじめに 

２ 浸水対応型市街地づくり 

 時間軸 目 標 

第1段階 概ね 10 年後
広域避難できなかった住民が、命の安全を確保できる市街地。 

（緊急避難空間※１の確保） 

第2段階 概ね 20 年後
当面の期間、最低限の避難生活の水準が確保できる市街地。 

（当面避難空間※２の確保） 

第3段階 概ね 30 年後 
湛水期間（水が引くまでの間）、最低限の避難生活水準が確保できる市街地。

（安全待避空間※３の確保） 

＜浸水対応型市街地イメージ＞ 

浸水対応型市街地では、広域避難と垂直避難を組み合わせて避難できる環境が整い、水が引くま

での間、許容できる生活レベルが担保される市街地を目指します。 

具体的には、命を守れる避難空間と長期的避難に耐えられる機能を持った非浸水空間を市街地内

の随所に配置するとともに、堤防と一体となった高台空間を沿川に確保して、避難及び速やかな応

急復旧活動が可能な市街地を段階的に整備していくものです。 

地球温暖化に伴う気候変動により、大雨や短時間豪雨の発生頻度や降水量が増大することが予測

されており、近年では、関東・東北豪雨による常総市全域への水害など、極端な雨の降り方が顕著

になってきています。また、今後も平均気温が上昇するにつれて、集中豪雨や巨大台風の発生とい

った異常気象の頻度が高まっていくと考えられています。

こうした状況を踏まえ、大規模水害対策の考え方を整理すると、三位一体の対策（治水・広域避

難・浸水対応型市街地づくり）を進めることが重要となります。（２頁 資料編 概要版参照）

本構想は、「奥戸・新小岩地区」を対象に、浸水対応型市街地づくりについて検討したものをと

りまとめたものです。今後は、本構想をゼロメートル地帯が広がる 飾区全域に広げ、浸水に強い

街を目指していきます。

３ 実現化に向けて 

 １）治水事業や民間開発と連携した浸水対応型拠点高台の整備 

 ２）避難所となる公共施設の浸水対応型拠点建築物化への改修・整備促進 

 ３）様々なレベルでの民間施設の浸水対応型拠点建築物化への改修・整備促進 

 ４）浸水対応型拠点建築物群の誘導 

 ５）自宅の浸水を防ぎ、垂直避難が可能な住宅への整備促進 

 ６）行政内における部局横断的なプロジェクト推進体制づくり 

７）まちづくりの担い手となる民間・企業・NPO などとの協働

※１ 緊急避難空間：

広域避難できなかった住民が、緊急的に垂直避難できる建物空間。

※２ 当面避難空間：

短期間（１～３日程度）の備蓄等を備え、一時的に避難できる建物空間。

※３ 安全待避空間：

湛水期間（２週間程度）の間、安全に待避できる建物空間。

※４ 浸水対応型拠点高台：

大規模水害時に、避難者や物資の輸送及び復旧・復興の拠点や中継点となる都市施設。発災

直後は、広域避難できなかった住民が、緊急的に避難し、浸水を免れるオープンスペースとし

ても機能する。

※５ 浸水対応型拠点建築物、浸水対応型拠点建築物群：

    「安全待避空間」を有し、非常用発電機等の生活支援機能が設けられ、排水後に容易に復旧

可能な建築物。また、複数の「浸水対応型拠点建築物」が一体的に形成された建築物群を「浸

水対応型拠点建築物群」という。

※６ 親水安全動線：

平常時は、河川と都市をつなぐ親水空間とのネットワークを形成し、大規模水害発生時には

ボート等による避難及び救援・救助・輸送機能を担う動線。

※４

※５
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１



浸水対応型市街地構想 資料編 概要版  

飾区全人口の 25％が広域避難した場合の避難空間の状況 

飾区内において、区民全員が広域避難しなかった場合と、仮に 25%が広域避難した場合※７につい

て、連合町会単位で緊急避難者数及び避難可能な空間における収容人数の比較を行い、25%が広域避難

することによる効果を示す。 

区民全員が広域避難しなかった場合の避難空間の状況が表１及び図１である。また、 飾区の人口の

うち 25%が広域避難した場合の状況が表２及び図２である。

このように、広域避難を社会全体の課題として広く共有し推進することにより、浸水地域内に留まる

人を減らし、避難可能な空間や施設の活用を減らすことができる。しかし、高齢者や障害者等の自ら避

難することが困難な人や逃げ遅れた人などへの対応のため、浸水対応型市街地を併せて推進しなければ

ならない。

※７ 「大都市大規模水害を対象とした広域避難に関する住民意向調査」の数値を参考 

表１ 区民全員が広域避難しなかった場合 連合町会別の緊急避難人口と避難可能人数の比較 （単位：人）

表２ 25%が広域避難する場合 連合町会別の緊急避難人口と避難可能人数の比較 （単位：人）

図２ 25%が広域避難する場合  

計算に使用したデータ 

・人口： 

住民基本台帳に基づく 飾区の町

丁目別人口（平成 29 年 12 月） 

・建物： 

 平成 28 年東京都土地利用現況調査 

・浸水深： 

 荒川洪水浸水想定区域図 

（想定最大規模）（平成 28 年５月）

 江戸川洪水浸水想定区域図 

 （想定最大規模）（平成 29 年７月）

図１ 広域避難しなかった場合  
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